
処遇改善加算による配分について



改善基本給

対象月数支給予定額毎月支給額グループ

12ヶ月228,000円19,000円高齢事業対象職員（介護職員・その他の職員）

12ヶ月228,000円19,000円障がい事業対象職員（福祉介護職員・その他の職員）

12ヶ月228,000円19,000円対象外事業職員（高齢事業・障がい事業）

支給対象から除きます。臨時職員

※稼動率（実績）と職員体制で支給額は大きく変動します。



その他の処遇改善
夜勤手当等

対象月数夜勤1回あたり加算からの上乗せ額グループ

12ヶ月2,000円対象職員（高齢事業）

12ヶ月2,000円対象職員（障がい事業）

※ 2,000円を上乗せして1回あたり5,000円のところ7,000円の夜勤手当となります。
※他にも基本給の見直しに係るベースアップや法定福利費の増額分についても対象となっています。



補助金による処遇改善について

（高齢）介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善
支援事業補助金
（障がい）障害福祉従事者処遇改善緊急支援事
業補助金



（高齢）介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善
支援事業補助金による配分について

対象人数夏季賞与（特例手当）グループ

148名110,000円対象職員（正規職員）

7名10,000円対象職員（臨時職員フルタイム）

52名5,000円対象職員（臨時職員パート）

0名70,000円対象外職員（正規職員）

2名5,000円対象外職員（臨時職員パート）

※対象人数が変動した場合には、支給額も変動します。
※法定福利費の増額分についても対象となっています。

研修回数研修費用職場環境改善のための研修会

1回55,000円ｽﾄﾚｽﾁｪｯｸの実務担当者のための研修



（障がい）障害福祉従事者処遇改善緊急支援
事業補助金による配分について

対象人数夏季賞与（特例手当）グループ

75名70,000円対象職員（正規職員）

3名10,000円対象職員（臨時職員フルタイム）

21名5,000円対象職員（臨時職員パート）

3名70,000円対象外職員（正規職員）

11名5,000円対象外職員（臨時職員パート）

※対象人数が変動した場合には、支給額も変動します。
※法定福利費の増額分についても対象となっています。
※改善不足が生じた場合には、処遇改善手当として支給する場合があります。


